
手当及び各種制度の実施状況 （事業所調査） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

正社員、短時間労働者全般の手当・各種制度の実施状況（複数回答） 
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正社員に対してのみ実施 
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無
回
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賃金以外の処遇等で仕事が同じ正社員と取扱いが異なっており 

納得できないと考えているもの（複数回答） 
（個人調査） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 

N=同じ仕事を行っている正社員がいる短時間労働者に質問 
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教育訓練の実施状況（事業所調査） 
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費
用
を 

補
助
し
て
い
る 

教
育
訓
練
等
は 

ほ
と
ん
ど
行
っ
て
い
な
い 

無
回
答 

正社員に対して 
短時間労働者全般（職務の異同問わず）に対して 
正社員と職務が同じ短時間労働者（いる場合）に対して 

（％） 

正社員、短時間労働者全般及び正社員と職務が同じ短時間労働者
（いる場合）の教育訓練機会（複数回答） 
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パートに実施している教育訓練等の内容（複数回答） 
（％） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査 

（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

教育訓練（第10条関係） 
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短時間労働者から正社員への転換推進措置の実施状況（事業所調査） 

48.6  

実施している 

45.8 

48.4  

実施していない 

50.3 

3.0  

無回答 

3.9 
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H22 

H18 

51.0  

38.5  
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し
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を
社
内
公
募

す
る
場
合
、
短
時
間
労
働
者
に

も
応
募
機
会
を
与
え
て
い
る 

試
験
制
度
な
ど
正
社
員
転
換

制
度
を
導
入
し
て
い
る 

ぜ
の
他
（教
育
訓
練
等
） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
※平成18年は措置内容は調査していない。 

実施方法（複数回答） 

% 

正社員への転換推進措置（第12条関係） 
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正社員転換の実績 

あり 

30.5  

なし 

61.5  

不明 

8.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

あり 

39.9  

なし 

47.3  

無回答 

12.8  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H18 

H22 

過去５年間（平成１３年１０月～平成１８年９月）にパートを正社員へ転換させた労働者の有無別事業所の割合 

過去３年間（平成１９年４月～平成２２年３月）に短時間労働者を正社員へ転換させた労働者の有無別事業所の割合 

注）正社員とパートの両方を雇用している事業所を母数としている。 

注）正社員転換推進措置を実施している事業所を母数としている。 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
※平成18年は応募者数及び転換者数は調査していない。 

 

7.2  5.0  8.4  11.8  67.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

１０％未満 １０％以上２０％未満 ２０％以上５０％未満 
５０％以上８０％未満 ８０％以上 

応募実績が「ある」事業所の応募者に対する転換者の割合 

（正社員転換推進措置がある事業所） 

30.2  16.9  16.3  16.9  5.3  14.5  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

０超～５％未満 ５％以上１０％未満 

１０％以上２０％未満 ２０％以上５０％未満 

５０％以上８０％未満 ８０％以上 

短時間労働者に占める過去３年間の正社員への転換者の割合 

（正社員転換推進措置があり、転換実績がある事業所） 
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正社員転換推進措置を実施する上での支障 

ある 

30.5% 

ない 

66.8% 

無回答 

2.7% 

正社員転換推進措置を実施している事業所 

支障の有無 

正社員転換推進措置を実施していない事業所 
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困
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短
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労
働
者
は
転
勤

が
困
難
な
た
め 

ぜ
の
他 

無
回
答 

（%） 

支障の理由（複数回答） 
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困
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資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

（%） 
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正社員転換推進措置（中間形態の有無） 

⑤短時間正社員制度の導入状況 

中間の

雇用形

態を設

けている 

36.8% 

中間の

雇用形

態を設

けていな
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転換） 
59.4% 

無回答 

3.9% 

10.5  
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正社員転換推進措置を実施している事業所の、 

正社員へ転換させる前の中間形態の有無 中間形態の内容（複数回答） 

(%) 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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原則として優先的

に採用したい 

9.6% 

職種によっては優

先的に採用するこ

とを考えたい 

14.2% 

個別に能力等の

ある者については

優先的に採用 

26.6% 優先させるつもり

はない 

13.6% 

分からない 

26.7% 

無回答 

9.2% 

短時間労働者の優先採用方針 

ある 

18.3  

ない 

76.2  

無回答 

5.5  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

過去３年間に正社員を新たに採用する際、在籍する短時間労働者を 

外部の応募者より優先させて採用したことの有無（実績） 

今後、正社員を新たに採用する際、在籍する短時間労働者を外部の応募
者より優先させて採用することについての考え方（今後の意向） 
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待遇に関する説明及び苦情の申し出を受けた場合の自主的解決 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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過去２年間における短時間労働者から本人の処遇に係る説明を求められた経験の有無及びその対応 
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措置の内容（複数回答） 
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無回答 
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解決の方法（複数回答） 

H22 

(%) 

待遇についての説明（第13条関係）、苦情の自主的解決（第19条関係） 
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現在の会社や仕事に対する不満・不安 

不満・不安がある 

59.0  

不満・不安がある 

63.9  

不満・不安はない 

37.6  

不満・不安はない 

33.8  

無回答 
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不明 

2.3  
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※ 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

※平成18年は項目に入っていない。 

「不満・不安がある」場合の内容（複数回答） 
(%) 
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2.5  3.7  1.7  
0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

学
卒
等
一
般
の
正
社
員
の

採
用
、
確
保
が
困
難
な
た
め 

人
を
集
め
や
す
い
た
め 

退
職
し
た
女
性
正
社
員
の

再
雇
用
の
た
め 

定
年
社
員
の
再
雇
用
の
た

め 

簡
単
な
仕
事
内
容
の
た
め 

人
件
費
が
割
安
な
た
め
（労

務
コ
ス
ト
の
効
率
化
） 

１
日
の
忙
し
い
時
間
帯
に
対

処
す
る
た
め 

一
時
的
な
繁
忙
に
対
処
す

る
た
め 

仕
事
量
が
減
っ
た
と
き
に
雇

用
調
整
が
容
易
な
た
め 

経
験
・知
識
・技
能
の
あ
る

人
を
採
用
し
た
い
た
め 

Ｉ
Ｔ
化
・サ
ー
ビ
ス
経
済
化

の
進
展
に
よ
っ
て
、
業
務
内

容
が
変
化
し
た
た
め 

ぜ
の
他 

不 

明 

短時間労働者を雇用する理由（事業所調査） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

短時間労働者を雇用する理由（複数回答） 

H18 

H22 24.3  

9.9  

27.2  

41.7  
46.2  

38.0  

19.4  

10.2  

22.6  

10.1  

3.1  

0  

10  

20  

30  

40  

50  

人
を
集
め
や
す
い
た
め 

退
職
し
た
女
性
正
社
員

の
再
雇
用
の
た
め 

定
年
社
員
の
再
雇
用
の

た
め 

簡
単
な
仕
事
内
容
の
た

め 

人
件
費
が
割
安
な
た
め 

１
日
の
忙
し
い
時
間
帯
に

対
処
す
る
た
め 

一
定
期
間
の
繁
忙
に
対

処
す
る
た
め 

仕
事
量
が
減
っ
た
と
き
に

雇
用
調
整
が
容
易
な
た

め 

経
験
・知
識
・技
能
の
あ

る
人
を
採
用
し
た
い
た

め 

ぜ
の
他 

無
回
答 

(%) 

(%) 

41 パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）  



 契約期間の定めの有無・１回当たりの契約期間（事業所調査） 

短時間労働者の契約期間の定めの有無 

期間の 

定めあり 

85.9% 

期間の 

定めなし 

12.5% 

無回答 

1.6% 
１カ月以内 

1.0  

１カ月超～ 

３カ月以内 

8.8  ３カ月超～６カ月以内 

23.8  

６カ月超～１年以内 

60.8  

１年超～ 

２年以内 

0.3  

２年超～ 

３年以内 

0.5  

３年超 

0.2  

無回答 

4.6  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

１回当たりの契約期間 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

労働者のケースごとに、

更新するかどうかを判断 

63.4  

労使のいずれからも終

了を申し出なければ 

自動的更新 

25.0  

その他の 

ルール 

により 

更新 

8.2  

契約の更新を 

しない 

1.3  

無回答 

2.2  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

契約更新状況 

更新する ９６．５％ 

1回 

7.8  

2回 

10.7  

3～5回 

36.2  

6～10回 

21.5  

11回以上 

17.8  

無回答 

6.1  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

もっとも多い実際の更新回数 

※短時間労働者の中でもっとも人数が多い
職種について調査している。 

契約期間 

42 パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   



短時間労働者の就業理由（個人調査） 

24.0  
27.7  

43.3  

16.2  

9.3  
11.8  

24.8  

13.0  
15.4  

6.7  

0.4  

59.2  

11.6  
15.4  

13.4  9.6  

22.2  23.6  

15.5  

2.4  

8.5  

0.6  

15.4  

31.8  

50.2  

16.9  

9.2  9.2  

25.1  

12.5  

18.6  

6.3  

0.2  
0  

10  

20  

30  

40  

50  

60  

70  

合計 

男性 

女性 

22.7  

53.9  

31.0  

8.9  9.6  

30.8  

23.9  21.3  

7.1  
0.6  

43.6  

16.3  

38.3  

11.6  11.8  

26.9  24.7  

3.5  
9.8  

0.4  

15.5  

66.8  

28.5  

8.0  8.9  

32.1  

23.6  
27.4  

6.2  
0.7  

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

家
計
の
主
た
る
稼
ぎ
手
と
し
て
、
生

活
を
維
持
す
る
た
め 

主
た
る
稼
ぎ
手
で
は
な
い
が
、
生
活

を
維
持
す
る
に
は
不
可
欠 

主
た
る
稼
ぎ
手
で
は
な
い
が
、
家
計

の
足
し
に
す
る
た
め 

自
分
の
学
費
や
娯
楽
費
を
稼
ぐ
た

め 

資
格
・技
能
を
活
か
す
た
め 

以
前
の
就
業
経
験
を
活
か
す
た
め 

生
き
が
い
・社
会
参
加
の
た
め 

時
間
が
余
っ
て
い
る
た
め 

子
供
に
手
が
か
か
ら
な
く
な
っ
た
た

め 

ぜ
の
他 

不
明 

合計 

男性 

女性 

H18 

H22 

※

平
成
18
年
は 

 

調
査
項
目
な
し 

働いている理由（複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

(%) 

(%) 

43 パートタイム労働者の意識（個人調査）   



短時間労働者を選択した理由（個人調査） 

H18 

H22 

36.8  

31.1  

21.3  

4.7  
2.2  

16.3  

23.1  

14.8  

4.6  

13.3  

1.5  

34.6  31.7  

20.9  

5.7  
3.1  

16.3  

1.6  

11.2  

5.7  

19.7  

3.3  

37.4  

31.0  

21.4  

4.5  
1.9  

16.3  

28.5  

15.6  

4.3  

11.8  

1.0  

0  

10  

20  

30  

40  

都
合
の
良
い
時
間
（日
）に
働

き
た
い
か
ら 

勤
務
時
間
・日
数
が
短
い
か

ら 

就
業
調
整
が
で
き
る
か
ら 

軽
易
な
仕
事
を
し
た
か
っ
た

か
ら 

す
ぐ
辞
め
ら
れ
る
か
ら 

正
社
員
と
し
て
採
用
さ
れ
な

か
っ
た
か
ら 

家
庭
の
事
情
で
正
社
員
と
し

て
働
け
な
い
か
ら 

正
社
員
と
し
て
働
く
こ
と

が
、
体
力
・精
神
的
に
難
し
い

か
ら 

転
勤
が
な
い
た
め 

ぜ
の
他 

無
回
答 

合計 

男性 

女性 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

50.3  

38.1  

17.4  21.7  

4.8  

23.8  

2.5  

15.5  
11.2  

6.4  

14.3  

1.6  

43.1  

30.1  

13.6  

31.2  

6.0  

21.8  

0.7  0.2  
5.7  7.8  

23.8  

3.7  

52.7  

40.9  

18.7  
18.4  

4.4  

24.5  

3.1  

20.7  

13.1  

5.8  
11.0  

0.9  
0  

10  

20  

30  

40  

50  

60  

都
合
の
良
い
時
間
（日
）に

働
き
た
い
か
ら 

勤
務
時
間
・日
数
が
短
い

か
ら 

就
業
調
整
が
で
き
る
か
ら 

気
軽
に
働
け
ぜ
う
だ
か
ら 

す
ぐ
辞
め
ら
れ
る
か
ら 

正
社
員
と
し
て
働
け
る
会

社
が
な
い
か
ら 

病
人
・老
人
等
の
介
護
で

正
社
員
と
し
て
働
け
な
い

か
ら 

家
事
・育
児
の
事
情
で
正

社
員
と
し
て
働
け
な
い
か

ら
（左
記
を
除
く
） 

正
社
員
と
し
て
働
く
こ
と

が
、
体
力
的
・精
神
的
に

難
し
い
か
ら 

友
人
・知
人
が
パ
ー
ト
で

働
い
て
い
る
か
ら 

ぜ
の
他 

不
明 

合計 

男性 

女性 

短時間労働者を選択した理由（複数回答） 
(%) 

(%) 

44 パートタイム労働者の意識（個人調査）   



今後の働き方に関する考え方 

（個人調査） 

短時間労働者を続

けたい 

69.9% 

正社員になりたい 

18.8% 

その他 

3.0% 

仕事をやめたい 

2.4% 

無回答 

5.9% 

うち 

現在の会社で
（94.1%） 
別の会社で 

（5.9％） 

うち 

現在の会社で
（58.1%） 
別の会社で 
（41.9％） 

パート等で仕

事を続けたい 

68.4% 

正社員になり

たい 

18.4% 

その他 

11.9% 

不明 

1.3% 

うち 

現在の会社で
（34.7%） 
別の会社で 
（65.3％） 

うち 

現在の会社で
（91.8%） 
別の会社で 
（8.2％） 

H18 H22 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

短時間正社員、地域限定正社員の選択志向 

73.0  

選びたい 

60.6  

7.0  

選びたくない 

23.5  

19.9  

無回答 

16.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

勤務地を限定 

した正社員 

短時間正社員 

今後の働き方の希望 

45 パートタイム労働者の意識（個人調査）   



25.0  

調整をしている 

20.4  

37.9  

調整の必要がない 

42.6  

25.1  

関係なく働く 

24.0  

2.9  

その他 

2.3  

6.2  

わからない 

8.4  

2.9  

不 明 

2.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

調整をしていない 68.9% 

調整をしていない 65.9% 

就業調整の有無 

65.8  

39.7  

23.2  

38.0  

4.7  
10.6  9.5  

4.5  6.2  
0.3  

47.8  

26.5  

15.6  

36.8  

2.6  
7.6  5.7  

9.3  10.8  

0.7  
0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

自
分
の
所
得
税
の
非
課
税
限
度
額(

１
０

３
万
円)

を
超
え
る
と
税
金
を
支
払
わ
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
か
ら 

一
定
額
を
超
え
る
と
配
偶
者
の
税
制
上

の
配
偶
者
控
除
が
無
く
な
り
、
配
偶
者

特
別
控
除
が
尐
な
く
な
る
か
ら 

一
定
額
を
超
え
る
と
配
偶
者
の
会
社
の

配
偶
者
手
当
が
も
ら
え
な
く
な
る
か
ら 

一
定
額(
１
３
０
万
円)

を
超
え
る
と
配
偶

者
の
健
康
保
険
、
厚
生
年
金
等
の
被
扶

養
者
か
ら
は
ず
れ
、
自
分
で
加
入
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
く
な
る
か
ら 

労
働
時
間
が
週
の
所
定
労
働
時
間
２
０

時
間
以
上
に
な
る
と
雇
用
保
険
に
加
入

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
た
め 

正
社
員
の
所
定
労
働
時
間
の
４
分
の
３

以
上
に
な
る
と
健
康
保
険
、
厚
生
年
金

等
に
加
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か
ら 

会
社
の
都
合
に
よ
り
雇
用
保
険
、
厚
生

年
金
等
の
加
入
要
件
に
該
当
し
な
い
よ

う
に
し
て
い
る
た
め 

現
在
、
支
給
さ
れ
て
い
る
年
金
の
減
額

率
を
抑
え
る
又
は
減
額
を
避
け
る
た
め 

ぜ
の
他 

不 

明 

（％） 

H18 

H22 

就業調整をしている理由（複数回答） 

資料出所：パートタイム労働者総合実態調査（平成18年）（厚生労働省） 
短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

H18 

H22 

就業調整の有無及び就業調整をしている理由 

46 パートタイム労働者の意識（個人調査）   



326  232  222  

1,851  
2,401  

974  1,285  594  593  446  

9,143  8,435  

2,978  2,767  

318  497  454  

1,058  

2,811  

1,270  

2,255  

1,238  1,322  1,122  

12,052  

13,647  

5,222  

6,307  

0  

2,000  

4,000  

6,000  

8,000  

10,000  

12,000  

14,000  

16,000  

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 

短時間労働者 

事業主 

その他 

（件） 

平成20年4月 

改正パートタイ
ム労働法施行 

パートタイム労働関係相談件数の推移 （労働者・事業主・その他別） 

47 パートタイム労働法の施行状況  



相談内容の内訳（平成２０年度） 

48 パートタイム労働法の施行状況  

（単位：件）

事　項

第6条関係

（労働条件の文書交付等）

第7条関係

（就業規則の作成手続）

第8条関係

（差別的取扱いの禁止）

第9条関係

（賃金の均衡待遇）

第10条関係

（教育訓練）

第11条関係

（福利厚生施設）

第12条関係

（通常の労働者への転換）

第13条関係

（説明義務）

第14条関係

（指針）

第15条関係

（短時間雇用管理者）

その他

（年休,解雇,社会保険等）

短時間労働者 事業主 その他 合計

合計 2,811 ( 100.0% ) 8,435 ( 100.0% ) 2,401 ( 100.0% ) 13,647 ( 100.0% )

300 ( 10.7% ) 1,559 ( 18.5% ) 277 ( 11.5% ) 2,136 ( 15.7% )

23 ( 0.8% ) 265 ( 3.1% ) 59 ( 2.5% ) 347 ( 2.5% )

1,516 ( 11.1% )

292 ( 10.4% ) 777 ( 9.2% ) 235 ( 9.8% ) 1,304 ( 9.6% )

302 ( 10.7% ) 907 ( 10.8% ) 307 ( 12.8% )

397 ( 2.9% )

57 ( 2.0% ) 296 ( 3.5% ) 89 ( 3.7% ) 442 ( 3.2% )

53 ( 1.9% ) 264 ( 3.1% ) 80 ( 3.3% )

1,614 ( 11.8% )

292 ( 10.4% ) 398 ( 4.7% ) 121 ( 5.0% ) 811 ( 5.9% )

245 ( 8.7% ) 1073 ( 12.7% ) 296 ( 12.3% )

3,544 ( 26.0% )963 ( 34.3% ) 1,932 ( 22.9% ) 649 ( 27.0% )

1,249 ( 9.2% )

15 ( 0.5% ) 239 ( 2.8% ) 33 ( 1.4% ) 287 ( 2.1% )

269 ( 9.6% ) 725 ( 8.6% ) 255 ( 10.6% )



相談内容の内訳（平成２１年度） 

49 パートタイム労働法の施行状況  

（単位：件）

事　項

第6条関係

（労働条件の文書交付等）

第7条関係

（就業規則の作成手続）

第8条関係

（差別的取扱いの禁止）

第9条関係

（賃金の均衡待遇）

第10条関係

（教育訓練）

第11条関係

（福利厚生施設）

第12条関係

（通常の労働者への転換）

第13条関係

（説明義務）

第14条関係

（指針）

第15条関係

（短時間雇用管理者）

その他

（年休,解雇,社会保険等）

短時間労働者 事業主 その他 合計

123 ( 9.7% ) 441 ( 14.8% ) 89 ( 9.1% ) 653 ( 12.5% )

21 ( 1.7% ) 124 ( 4.2% ) 35 ( 3.6% ) 180 ( 3.4% )

382 ( 7.3% )

93 ( 7.3% ) 177 ( 5.9% ) 75 ( 7.7% ) 345 ( 6.6% )

96 ( 7.6% ) 198 ( 6.6% ) 88 ( 9.0% )

87 ( 1.7% )

11 ( 0.9% ) 68 ( 2.3% ) 16 ( 1.6% ) 95 ( 1.8% )

12 ( 0.9% ) 56 ( 1.9% ) 19 ( 2.0% )

799 ( 15.3% )

119 ( 9.4% ) 83 ( 2.8% ) 38 ( 3.9% ) 240 ( 4.6% )

93 ( 7.3% ) 538 ( 18.1% ) 168 ( 17.2% )

421 ( 8.1% )

6 ( 0.5% ) 191 ( 6.4% ) 27 ( 2.8% ) 224 ( 4.3% )

128 ( 10.1% ) 206 ( 6.9% ) 87 ( 8.9% )

合計

1,796 ( 34.4% )

1,270 ( 100.0% ) 2,978 ( 100.0% ) 974 ( 100.0% ) 5,222 ( 100.0% )

568 ( 44.7% ) 896 ( 30.1% ) 332 ( 34.1% )



相談内容の内訳（平成２２年度） 

50 パートタイム労働法の施行状況  

（単位：件）

事　項

第6条関係

（労働条件の文書交付等）

第7条関係

（就業規則の作成手続）

第8条関係

（差別的取扱いの禁止）

第9条関係

（賃金の均衡待遇）

第10条関係

（教育訓練）

第11条関係

（福利厚生施設）

第12条関係

（通常の労働者への転換）

第13条関係

（説明義務）

第14条関係

（指針）

第15条関係

（短時間雇用管理者）

その他

（年休,解雇,社会保険等）

短時間労働者 事業主 その他 合計

283

59 ( 1.4% )18

( 13.5% )174

163

5

848

2,255合計 ( 100.0% )

130

171

78

66

217

235

( 100.0% )

( 12.5% )

( 5.8% )

( 2.6% )

( 37.6% )

( 0.2% )

( 7.2% )

( 10.4% )

( 9.6% )

( 2.9% )

( 3.5% )

( 7.6% )

( 12.7% )352

( 3.8% )105

186 ( 6.7% )

141 ( 5.1% )

70 ( 2.5% )

199 ( 7.2% )

190 ( 6.9% )

47 ( 1.7% )

50 ( 1.8% )

505 ( 18.3% )

( 1.4% )

215 ( 16.7% )

62 ( 4.8% )

90 ( 7.0% )

92 ( 7.2% )
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是正指導（助言）内容の内訳（平成２０年度） 

【第６条関係】 
2,143 
24.1% 

【第７条関係】 
390 

4.4% 

【第８条関係】 
7 

0.1% 

【第９条関係】 
1,045 
11.7% 

【第１０条関係】 
169 

1.9% 

【第１１条

関係】 
3 

0.03% 

【第１２条関係】 
2,953 
33.2% 

【第１３条関係】 
11 

0.1% 

【第１５条関係】 
1,471 
16.5% 

【その他】 
708 

8.0% 

第６条関係（労働条件の文書交付等） 

第７条関係（就業規則の作成手続） 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） 

第９条関係（賃金の均衡待遇） 

第１０条関係（教育訓練） 

第１１条関係（福利厚生施設） 

第１２条関係（通常の労働者への転換） 

第１３条関係（待遇に関する説明） 

第１５条関係（短時間雇用管理者の選任） 

その他（指針） 

合計 
8,900件 
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是正指導（助言）内容の内訳（平成２１年度） 

【第６条】 
6,036 
23.3% 

【第７条】 
1,435 
5.5% 

【第8条】 
7 

0.03% 

【第9条】 
2,233 
8.6% 

【第10条】 
226 

0.9% 
【第11条】 

2 
0.01% 

【第12条】 
8,249 
31.8% 

【第13条】 
16 

0.1% 

【第15条】 
5,576 
21.5% 

【指針】 
2,148 
8.3% 

第６条関係（労働条件の文書交付等） 

第７条関係（就業規則の作成手続） 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） 

第９条関係（賃金の均衡待遇） 

第１０条関係（教育訓練） 

第１１条関係（福利厚生施設） 

第１２条関係（通常の労働者への転換） 

第１３条関係（待遇に関する説明） 

第１５条関係（短時間雇用管理者の選任） 

その他（指針） 

合計 
25,928件 
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【第６条関係】 
6,133 
23.5% 

【第７条関係】 
2,963 
11.4% 

【第８条関係】 
3 

0.01% 

【第９条関係】 
1323 
5.1% 

【第１０条関係】 
300 

1.1% 

【第１１条関係】 
3 

0.01% 

【第１２条関係】 
7,193 
27.6% 

【第１３条関係】 
1 

0.004% 

【第１５条関係】 
5,094 
19.5% 

【その他】 
3,078 
11.8% 

第６条関係（労働条件の文書交付等） 

第７条関係（就業規則の作成手続） 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） 

第９条関係（賃金の均衡待遇） 

第１０条関係（教育訓練） 

第１１条関係（福利厚生施設） 

第１２条関係（通常の労働者への転換） 

第１３条関係（待遇に関する説明） 

第１５条関係（短時間雇用管理者の選任） 

その他（指針） 

是正指導（助言）内容の内訳（平成２２年度） 

合計 
26,091件 
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紛争解決援助 

都道府県労働局長による紛争解決の援助 

②調停 

事  項 件 数 

第６条関係（労働条件の文書交付等） ２ 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） ７ 

第１２条関係（通常の労働者への転換） ３ 

第１３条関係（待遇に関する説明） ２ 

合  計 １４ 

事  項 件 数 

第８条関係（差別的取扱いの禁止） ３ 

合  計 ３ 

20年度 21年度 22年度 

５ ３ ６ 

（ⅱ）申立受理件数の内訳（平成20～22年度） （ⅰ）申立受理件数の推移 

（ⅱ）申請受理件数の内訳（平成20～22年度） （ⅰ）申請受理件数の推移 

20年度 21年度 22年度 

３ ０ ０ 

（件） 
（件） 

（件） （件） 
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